
印西都市計画地区計画の変更（印西市決定） 

 

都市計画松崎地区地区計画を次のように変更する。 

名   称 松崎地区地区計画 

位   置 印西市松崎台一丁目及び松崎台二丁目の全部の区域（松崎地区土地区画整理事業区域） 

面   積 約 ５８．３ ｈａ 

地区計画の目標 

松崎地区は、千葉ニュータウン中央駅より南東約３．５ｋｍ、主要地方道千葉・竜ヶ崎線

より東約１．２ｋｍの丘陵地に位置し、地区中央には市道００－０２６号線が配置され、千

葉ニュータウンと直結する交通利便性の優れた工業団地として、土地区画整理事業により計

画的に整備された内陸型工業団地である。 

また、先端技術産業、研究開発型工場等の新産業拠点の形成を目指し、本地区の立地特性

を生かした生産、研究・開発、物流等と交流機能との複合化や利便機能、福利厚生機能の充

実等を図る。 

本地区計画は建築物等に関する制限を行うことにより、土地区画整理事業の効果の維持と

良好な工業系市街地としての適正な土地利用を図り、周辺環境と調和した快適でうるおいの

ある工業団地の創出・保全・維持を図ることを目標とする。 

区域の整備、開発

及び保全に関す

る方針 

■土地利用の方針 

工業団地としての発展を計画的に行うために、交流型工業流通街区としてＡ地区及びＣ

地区並びに研究開発・都市関連施設街区としてＢ地区を配置する。 

交流型工業流通街区は、地域に開かれた工業団地を目指し、加工組立型工業や流通業務

施設、また工場見学コース、生産品の直販施設・飲食施設、産業博物館等を併設する施設

等の立地を誘導すると共に、大街区を基本とした土地利用を図り、特に工業・流通施設、

交流施設等の利便の増進及び周辺環境と調和する工業系市街地の形成を図る。 

研究開発・都市関連施設街区は、研究開発施設、情報関連施設及び都市関連施設として

工場以外にも物販施設、飲食施設、医療施設、研究施設、研修施設、情報交流施設等の団

地内就業者や周辺居住者の公共の福祉又は生活利便のため必要な施設の立地を誘導する。 

また、本計画区域内における工業・居住環境の混在の排除及び団地内での生活再建を希

望する者のため、住宅等の立地を可能とする生活関連施設街区としてＤ地区を配置する。 

■地区施設の整備方針 

土地区画整理事業により整備された道路、公園・緑地、調整池等は本地区全体の適正か

つ合理的な土地利用に資するものとし、その機能が損なわれないよう維持及び保全を図る。 

■建築物等の整備方針 

地区計画の目標を踏まえ、以下の建築物等の整備の方針に基づき規制、誘導を図ること

とする。 

良好な工業系市街地の形成及び周辺環境との調和を図るため、「建築物等の用途の制

限」、「建築物の敷地面積の最低限度」及び「壁面の位置の制限」を定める。 
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地区
の 
区分 

地区の 
名  称 

Ａ地区、Ｃ地区 Ｂ地区 Ｄ地区 

地区の 
面  積 

約１４．１ｈａ、約１５.１ｈａ 約２４．７ｈａ 約４.４ｈａ 

建築物等の用
途の制限 

次に掲げる建築物は建築して
はならない。 
（１）戸建住宅又は長屋 
（２）戸建住宅又は長屋で事務

所、店舗その他これらに
類する用途を兼ねるもの 

（３）建築基準法（昭和 25年法
律第 201 号。以下「建基
法」という。）別表第２(
い)項第３号に掲げる建
築物 

（４）建基法別表第２(る)項第
１号及び第２号に掲げる
建築物 

ただし、第１号から第３号まで
に掲げる建築物ついては、工業、
流通、研究開発及び情報関連の施
設等に従事する者の利用に供し、
かつ、これらの施設と併設し、一
体的に配置されるものについて
は、この限りでない。 

次に掲げる建築物は建
築してはならない。 
（１）戸建住宅又は長屋 
（２）建基法別表第２

（い）項第３号に
掲げる建築物 

ただし、工業、流通、
研究開発及び情報関連の
施設等に従事する者の利
用に供し、かつこれらの
施設と併設し、一体的に
配置されるものについて
は、この限りでない。 

次に掲げる建築物は建
築してはならない。 
（１）建基法別表第２

（い）項第３号に
掲げる建築物 

ただし、工業、流通、
研究開発及び情報関連の
施設等に従事する者の利
用に供し、かつこれらの
施設と併設し、一体的に
配置されるものについて
は、この限りでない。 

建築物の敷地 
面積の最低限
度 

１，０００㎡ 
ただし、市長が公益上必要な建

築物で用途上又は構造上やむを
得ないと認めて許可したものに
ついては、この限りでない。 

４００㎡ 
ただし、次のア又はイ

のいずれかに該当する場
合は、この限りでない。 
ア．本地区計画の変更に

係る都市計画決定時
において、当該規定
面積に適合しない土
地及び土地区画整理
法（昭和 29年法律第
119 号）に基づく換
地処分又は仮換地の
指定を受けた土地
で、当該規定面積に
適合しないものにつ
いて、所有権その他
の権利に基づいてそ
の全部を一の敷地と
して使用するもの 

イ．市長が公益上必要な
建築物で用途上又は
構造上やむを得ない
と認めて許可したも
の 

２００㎡ 
ただし、次のア又はイ

のいずれかに該当する場
合は、この限りでない。 
ア．本地区計画の変更に

係る都市計画決定時
において、当該規定
面積に適合しない土
地及び土地区画整理
法に基づく換地処分
又は仮換地の指定を
受けた土地で、当該
規定面積に適合しな
いものについて、所
有権その他の権利に
基づいてその全部を
一の敷地として使用
するもの 

イ．市長が公益上必要な
建築物で用途上又は
構造上やむを得ない
と認めて許可したも
の 

壁面の位置の 
制限 

計画図に表示する道路境界線
から建築物の外壁又はこれに代
わる柱の面までの後退距離は、次
に掲げるとおりとする。 
また、特に表示のない敷地境界

線から建築物の外壁又はこれに
代わる柱の面までの後退距離は、
１ｍ以上とする。 

（１）１号壁面線においては、３
ｍ以上とする。 

ただし、市長が公益上必要な建
築物で用途上又は構造上やむを
得ないと認めたものについては、
この限りでない。 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境
界線までの後退距離は、１ｍ以上とする。ただし、  
この限度に満たない距離にある建築物又は建築物の
部分で次のア又はイのいずれかに該当する場合は、
この限りでない。 
ア．車庫、物置その他これらに類する用途に供し、

軒の高さが２．３ｍ以下で、かつ床面積の合計
が５㎡以内のもの 

イ．建築物の外壁又はこれに代わる柱の中心線の長
さの合計が３ｍ以下のとき。 

ただし、市長が公益上必要な建築物で用途上又は
構造上やむを得ないと認めたものについては、この
限りでない。 

「計画区域、地区整備計画区域、地区の区分及び壁面の位置の制限は、計画図（地区整備計画図、地区区分図
含む）表示のとおり。」 
理由 「都市緑地法等の一部を改正する法律」において都市計画法及び建築基準法の一部が改正され、用途地

域として「田園住居地域」が創設されたことに対応するため、地区計画を変更する。 
 






